印刷・製本製造請負契約（約款）

○○○を甲、請負者を乙として、次により印刷製本製造請負契約を締結する。

（総則）
１　甲及び乙は、日本国の法令を遵守し、この契約書及び業務の詳細や種別、数量、品質等の個別の条件を定めた仕様書等（以下、「仕様書等」といい、契約書と併せて「本契約」という。）(別添)の定めに従い、本契約に基づく業務を履行しなければならない。
２　乙は、本契約記載の物品（印刷物の制作を含む。以下同じ。）を納入期限内に納入し、甲は、その対価を支払うものとする。
３　本契約に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面又は電子メール等により行うものとする。この場合において、電子メールを利用するときには、甲及び乙は、相手方から受信した後遅滞なく、受信した旨の返信を行うものとする。
４　この契約の履行に関して甲乙間で用いる計量単位は、仕様書等に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）の定めるところによるものとする。
５　この約款及び仕様書等における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。
６　この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。
７　本契約に係る訴訟の提起又は調停については、専属管轄を除くほか、相手方の本店所在地を管轄する裁判所に行うものとする。

（著作権の帰属等）
１　本契約に基づいて制作される成果物（最終成果物たる物品のほか、印刷データ、デザイン、原稿、その他制作過程で生じる中間成果物を含むがこれらに限定されない。以下「本成果物」という）のうち、乙が、自身で独自に創作した著作物の著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定する著作物の著作権及び外国における上記の権利に相当する権利をいう。）（以下、「本件著作権」という。）並びに本成果物のうち版下データ、PDF等の印刷用データ又は電磁的記録（以下、「本データ」という。）の利用権限及び管理権限は、乙に帰属する。
２　前項に定める本成果物に係る本件著作権及び本データの利用権限の取扱については、別途コンテンツ版バイ・ドール契約を締結する。この場合において、甲は、公共の利益のために特に必要がある場合を除き、利用に係る適正な対価を支払うものとし、乙と誠実に協議を行うものとする。



（著作者人格権等の扱い）
１　本契約を含む物品について、本件著作権の譲渡の有無を問わず、甲は、乙の氏名・名称を併記することで、乙の承諾なく自由に公表することができる。
２　前項に従い物品を公表した場合に、当該物品に表示された乙の氏名・名称は、乙が承諾したときに限り、変更することができる。
３　乙は、本成果物について、本件著作権の譲渡の有無を問わず、甲の承諾なく、自己の実績として公表することができる。ただし、甲において機密保持の必要がある場合には、甲乙協議の上対応を決定する。
４　本成果物を含む物品について、本件著作権の譲渡の有無を問わず、甲が、本契約の目的を実現するためにその内容を改変しようとするときは、事前に乙の承諾を得なければならない。この場合において、乙は、合理的な理由のない限り、その改変に同意するものとする。
５　前各項に定めるもののほかは、乙は、甲に対して本件著作権の著作者人格権を行使しないものとする。ただし、甲が本件著作物を著しく改変し、乙の名誉又は声望を害する方法で利用する場合はこの限りではない。
６　本契約に基づく業務の対価には、前項に定める著作者人格権の不行使の合意に関する対価も含む。

（一括委任又は一括下請の禁止）　
乙は、本契約に基づく業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は請負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

（受任者又は下請負人の通知等）
１　乙は、本契約に基づく業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、受任者又は下請負人の名称、委任し又は請け負わせる業務の内容その他甲が必要とする事項を書面をもって甲に通知しなければならない。
２　乙は、入札参加停止措置及び入札参加除外措置を受けている者並びに第２１条第１項各号に該当する者を受任者又は下請人としてはならない。
３　乙が入札参加除外措置を受けた者又は第２１条各号に該当する者を受任者又は下請人としていた場合は、甲は乙に対して、当該契約の解除を求めることができる。
４　前項の規定により契約の解除を行った場合の一切の責任は、乙が負うものとする。

（特許権等の使用）
甲が、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている材料、製造方法等の使用を指定した場合において、仕様書等に特許権等の対象である旨の明示がなく、かつ、乙がその存在を知らなかったときは、甲は、乙がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。

（品質）
１　乙は、仕様書等に品質が明示されていない材料については、中等の品質を有するものを使用しなければならない。
２　乙は、仕様書等に甲の検査を受けて使用すべきものと明示された材料については、当該検査に合格したものを使用しなければならない。この場合において、検査に直接必要な費用は、甲の負担とする。

（仕様書等の疑義）
１　乙は、仕様書等に疑義がある場合には、遅滞なく、甲に通知し、その確認を受けなければならない。
２　甲は、前項の規定により仕様書等の修正を求められたときは、直ちに仕様書等の疑義を調査しなければならない。
３　甲は、前項の調査の結果、必要があると認めるときは、契約書の内容を変更することができる。

（納入期限の延長）
１　乙は、天災地変その他正当な理由により納入期限までに納入を完了できないときは、その理由を明示した書面により、甲に納入期限の延長を請求することができる。
２　甲は、前項の申請があったときは、その事実を審査し、正当な理由があると認められるときは、甲乙協議して納入期限の延長日数を定めるものとする。
[bookmark: （契約変更）]
（賃金又は物価の変動に基づく契約代金額の変更）
１　特別な要因により納入期限までに主要な材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、契約代金額が不適当となったと認められるときは、甲又は乙は、契約代金額の変更を請求することができる。
２　予期することのできない特別の事情により、納入期限までに日本国内において急激なインフレーション又はデフレーションを生じ、契約代金額が著しく不適当となったときは、甲又は乙は、前項の規定にかかわらず、契約代金額の変更を請求することができる。
３　前２項の規定による請求があった場合において、当該契約代金額の変更については、甲乙協議して定める。ただし、当該協議の開始の日から○○日以内に当該協議が成立しない場合には、甲は、契約代金額を変更し、乙に通知するものとする。
４　前項の協議の開始の日については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通知する。　　　　ただし、甲が第１項又は第２項の請求を行った日又は受けた日から７日以内に当該協議の開始の日を通知しない場合には、乙は、当該協議の開始日を定め、甲に通知することができる。

[bookmark: （納入）]（納入）
１　乙は、物品を納入しようとするときは、完了届を持参し、物品を一括して甲に引き渡さなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、甲が必要があると認めるとき、又はやむを得ない理由があると認めるときは、物品を分割して甲に引き渡すことができる。
３　乙は、いったん甲に引き渡した物品を、その承諾を得ないで持ち出すことができない。

[bookmark: （受領検査）]（受領検査）
１　甲は、物品の引渡しを受けたときは、その日から起算して１０日以内に検査するものとする。
２　乙は、甲から要求のあった場合には、前項の規定による検査（以下「受領検査」という。 ）の結果、不合格となった物品を遅滞なく納入場所から引き取らなければならない。
３　甲は、前項の要求にかかわらず、乙が物品を引き取らない場合は、当該物品の保管の責めを負わず、及び乙の費用をもって、当該物品を返送し、若しくは供託し、又は当該物品を売却してその代価を保管し、若しくは供託することができる。

（再検査）
１　乙は、 受領検査の結果、 物品が不合格となった場合は、当該物品について数量の追加、異常品の修補又は代品による補充を行い、甲の再検査を受けなければならない。
２　前項の検査については、前条の規定を準用する。

（所有権の移転）
物品の所有権は、甲が受領検査の結果、当該物品を合格と認めたときをもって甲に移転しその物品は甲に引き渡されたものとする。

（所有権移転前の物品に対する損害の負担）
所有権移転前に生じた一切の損害は、乙の負担とする。ただし、甲の責めに帰すべき理由により生じたものは、この限りでない。

（契約代金の支払）
１　契約代金は、物品の全部について、受領検査に合格した後、乙の請求によって支払うものとする。
２　契約代金の支払期限は、適法な支払請求書を受理した日から起算して３０日とする。
３　前２項の規定は、甲が物品の分割納入を認め、当該分割分の契約代金相当額を支払うこととされている場合に準用する。
４　甲がその責めに帰すべき理由により第１２条第１項に規定する期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日から検査をした日までの日数は、第２項の期間（以下「約定期間」という。 ）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。
５　甲は、約定期間内に契約代金を支払わないときは、乙に対して、遅延日数に応じ、支払金額につき政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定した割合（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。 ）を乗じて計算した額（１００円未満の端数があるとき、又は１００円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てる。 ）を遅延利息として支払うものとする。

[bookmark: （契約不適合責任）]（契約不適合責任）
１　甲は、第１２条に定める検査により納入した物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない状態（以下「契約不適合」という。 ）を確認したときは、別に定める場合を除き、その補修、引換え、補足その他の履行の追完を請求することができる。ただし、乙は、甲に不相当な負担を課するものでないときは、甲が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
２　乙は、前項の規定により追完したときは、その物品を納入場所において甲に納入するとともに、第１１条第１項に定める完了届を甲に提出しなければならない。
３　第１項に規定する場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。
４　第１項に規定する履行の追完の請求（以下「追完請求」という。 ）又は前項に規定する代金の減額の請求（以下「代金減額請求」という。 ）は、契約不適合が甲の責めに帰すべき事由によるものであるときは行うことができない。
５　第１項に規定する場合において、甲は、追完請求に代え、又は追完請求とともに、損害賠償の請求又は第１９条に規定する契約の解除をすることができる。
６　第１項から前項までに規定する追完請求、 代金減額請求、 損害賠償の請求及び契約の解除は、物品の納入日から１ヶ月以内に行わなければならない。ただし、契約不適合が乙の故意又は重大な過失により生じた場合には、当該請求を行うことのできる期間は１年とする。
７　甲は、納入した物品に契約不適合があることを知ったときは、第１項から前項までの規定にかかわらず、その旨を速やかに乙に通知しなければ、追完請求、代金減額請求、損害賠償の請求及び契約の解除をすることができない。ただし、乙がその契約不適合を知り、又は重大な過失により知らなかったときは、この限りではない。

[bookmark: （秘密保持）]（秘密保持）
１　甲及び乙は、本契約の履行に際して知り得た相手方の技術上、営業上その他一切の情報（以下「秘密情報」という）を、相手方の事前の書面による承諾なく第三者に開示又は漏洩してはならない。
2　次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報に含まれないものとする。
（１）開示時点で既に公知であった情報 
（２）開示後、受領者の責によらず公知となった情報 
（３）開示時点で受領者が既に保有していた情報 
（４）受領者が第三者から適法に取得した情報 
（５）法令または裁判所の命令により開示が義務付けられた情報

（甲の催告による解除権）
甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らし軽微であるときは、この限りではない。
（１）乙が納入期限内に契約を履行しないとき。
（２）乙又はその代理人若しくは使用人が正当な理由がなく、甲の監督又は検査の実施に当たり監督員又は検査員に従わないとき、又はその職務の執行を妨害したとき。
（３）正当な理由なく、第１７条第１項の履行の追完がなされないとき。
（４）前各号のほか、乙が、この契約に基づく義務を履行しないとき。

（甲の催告によらない解除権）
 　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちにこの契約を解除することができる。
（１）乙が納入期限内に履行する見込みが明らかにないと甲が認めるとき。
（２）乙又はその代理人若しくは使用人が契約の締結又は履行に当たり、 不正な行為をしたとき。
（３）乙が地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当すると判明したとき。
（４）乙が、この契約に定める債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。
（５）第２４条の規定によらないで、乙から契約解除の申出があったとき。
（６）契約の目的や当事者の意思表示により、履行期限内に履行しなければ契約の目的を達することができない場合において、乙が履行しないでその時期を経過したとき。
（７）契約の履行にあたり、法令の規定による必要な許可又は認可等を失ったとき。
（８）前各号に掲げる場合のほか、甲が前条の催告をしても目的を達するのに足りる履行がないとき。

[bookmark: （暴力団排除に係る契約解除等）]（暴力団排除に係る契約解除等）
甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき、又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する等、直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

[bookmark: （談合その他不正行為による解除）]（談合その他不正行為による解除）
１　甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、何らの催告を要せずに直ちに契約を解除することができる。
（１）乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合にあっては、同法第６２条第１項に規定する納付命令）が確定したとき。
（２）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。
２　第２４条第２項の規定は、前項の規定による解除の場合に準用する。

（協議解除）
１　甲は、必要があるときは、乙と協議のうえ、この契約を解除することができる。
２　甲は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

[bookmark: （乙の解除権）]（乙の解除権）
１　乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。
（１）甲の責めに帰すべき理由により、物品を納入できない状態が相当の期間にわたるとき。
（２）甲がこの契約に違反し、その違反によって物品の納入が不可能になったとき。
２　乙は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠償を甲に請求することができる。

（疑義の解決）
この契約書に定める条項その他について疑義が生じた場合には、甲乙協議の上、解決するものとする。

（補則）
この約款に定めない事項については、必要に応じて甲乙協議して定める。




















＜オプション条項＞
第２条　（著作権の帰属等）

３　前各項の規定にかかわらず、発注側が、本成果物にかかる本件著作権の譲渡を希望する場合は、次の各号に定める条件に従い、別途書面により契約を締結する。
（１）本件著作権の譲渡を受けるにあたり、発注側は、受注側に対し、相当の対価を支払うこと。
（２）本契約締結以前から受注側が権利を有する著作物の著作権及び本契約の業務遂行に依拠せず創作された著作物の著作権は譲渡の対象とならないこと。ただし、当該著作物が、改変、翻案又は翻訳することにより創作ものである場合には、その一部を譲渡し、発注側、受注側の共有とすることができること。
（３）前項ただし書の規定により共有となった著作物を第三者に提供する場合においては、あらかじめ、発注側の承諾を得なければならないこと。この場合において、承諾の内容は発注側、受注側協議して定めること。
（４）受注側は、第18条の規定にかかわらず物品を自己の実績として公表することができ、また、発注側が承諾した場合には、物品（本件成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）を使用又は複製することができること。
